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2012年の国際協同組合年において、全国

および県域で記念事業等の実行機関として

協同組合連携組織の結成や強化がなされ、

そうした取組みの発展のなかで18年には日

本協同組合連携機構（JCA）が設立される

など、近年協同組合間連携の動きは広がり

をみせている。多くの県域における協同組

合連携組織（県組織）の発足やJCAによる県

組織の全国交流会議開催など様々な働きか

けもあり、連携の取組みは各地で着実に増

加しつつある。

JCAのアンケート（19年２月実施）によれ

ば41の都道府県で県組織が存在し、具体的

な連携の取組みは170件を超えている。その

内容も学習会・協同組合デー（50）、協同組

合デー以外のイベント（49）、植林・清掃・

環境保護活動（18）、健康づくり（７）、協同

組合間の相互協定（６）、子ども食堂・子ど

もの居場所づくり（４）、被災地支援（３）、

買い物支援（２）、高齢者の生活支援（２）、

その他（35）と多岐にわたり、参加団体も

広範にわたっていることが確認できる
（注1）
。こ

のように、全体としては協同組合間連携の

取組みは広まりつつあるものの、地域によ

ってその進展はまちまちであろう。事例数

が必ずしも進展度合いを示すとは限らない

が、連携拡大に向け様々な課題を抱えてい

る県域もあるとみられる。

協同組合間連携は、組織間の対等な立場

での互酬的な取組みであるがゆえに、具体

的に進めようとすると、連携のきっかけづ

くりや、それぞれのニーズのマッチングや

調整など組織間を仲介する機能が重要にな

るが、その機能は県組織の重要な役割と考

えられる。

本稿では、地域における連携拡大につな

がるヒントを得るべく、連携の事例が豊富

で、かつ県組織に単位農協が会員として参

加している２県域（茨城県、神奈川県）を取

り上げて、単位組合まで会員とする県組織

の組成までの経緯、そういった県組織を組

成した後の事務局機能のありかた、地域に

おける具体的な連携実現における県組織の

かかわり等について、県組織からの聞き取

りに基づいて紹介したい
（注2）
。

なおそれぞれの団体名については、煩雑

さを避けるために適宜の略称を用いている

ことをあらかじめお断りしておきたい。
（注 1） 日本協同組合連携機構作成「都道府県実態
調査の特徴点」より。

（注 2） 1県 1農協のケースは、県組織に単位農協
が会員になっていることになるが、ここではと

広がりをみせつつある協同組合間連携について
― 2県域の事例から―
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発被災に際して協同組合が連携して復興に

立ち向かった経験を通して、組織を超えた

人的なつながりが生じていたことがある。

茨城県の農林水産物も風評被害で一時出

荷ができないような状況のなか、地元の消

費者に安全性を理解してもらいたいと「協

同組合収穫祭」を行うなど、農漁協・生協

間での、復興や風評被害払拭に向けた協力

があった。

そういった震災・原発被災からの復興に

おける協力関係が築かれつつあるなか、国

際協同組合年茨城県実行委員会（以下「IYC

茨城実行委」という）組成に向けた検討が11

年の５月には始まっていたが、同委員会組

成にあたっては、これまでの茨城推進協構

成団体以外にも幅広く参加を呼びかけるこ

とや、茨城推進協参加の各連合会代表者中

心のIYC茨城実行委に加えて、実務面を担

う各連関係部長・参事などからなる「実行

委員会幹事会」（以下「IYC茨城幹事会」とい

う）の組成という体制強化が図られた。そ

の際、生協グループは県連合会が小所帯で

対応が難しいということで、地域生協の

「いばらきコープ」「パルシステム茨城」の

関係部長に幹事として入ってもらうことと

した。また、国際協同組合年に際して新た

に連携に参加された団体（中央労金茨城県

本部、茨城県労働者福祉協議会、共栄火災〔東

関東支店〕、茨城県消費者団体連絡会、鯉淵学

園農業栄養専門学校）の方に幹事会に入って

もらい、IYC茨城幹事会は、より幅広い連

携の基盤として機能することになった。幹

事会事務局は農協中央会が担うことが決め

りあえず別のものとみなしている。

まず、13年に単位組合までを構成員とす

る県組織を設立した茨城県における協同組

合間連携について紹介したい。

（1）　協同組合ネットいばらき（ネット

いばらき）発足以前

茨城県における協同組合間連携の取組み

は、個別の産直取引等を別とすれば、1989

年に「茨城県における農協・生協・漁協・

森林組合の連絡提携をはかり、協同組合の

発展に寄与すること」を目的とした、「茨城

県協同組合間提携推進協議会」（以下「茨城

推進協」という）の発足が端緒である。茨城

推進協の構成団体は、農協中央会、信農連、

共済連、経済連、厚生連、生協連、漁連、

水産加工連、森連の９組織であった。茨城

推進協のもとで、霞ケ浦湖畔の草刈り・清

掃や、霞ケ浦につながる川の水質調査など

の多様な活動が連携して行われた実績はあ

るものの、年１回の国際協同組合デーイベ

ントの企画・実践がその中心的な役割であ

ったとのことである
（注3）
。

（注 3） 以上については前田（2016）参照。

（2）　ネットいばらき発足に向けた取組み

茨城県の場合、ネットいばらき発足に向

けた起点として、11年の東日本大震災・原

1　茨城県における「協同組合
　　ネットいばらき」の発足と
　　連携の取組み　　　　　　
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ィアにも連携して取り組んでいる。

そういった成果を踏まえ13年２月には、

13年度以降の取組みの方向性の検討がなさ

れるなか、取組みの裾野拡大を図るために、

IYC茨城実行委の組織機構を、既存の実行

委員、幹事のほかに、県生協連の会員生協

や単位農協を念頭においた「会員」を新た

に設置する形に再編し、単位組合に広く参

加を呼びかける方向で議論がまとまった。

それとともに、89年以来協同組合提携の核

となってきた茨城推進協は、使命・役割を

その組織に引き継ぐことで、発展的に解消

されることとなった。

後継組織は「協同組合ネットいばらき」

（以下「ネットいばらき」という）という名称

で、各種単位協同組合など一次組織を会員

とし、IYC茨城幹事会が移行したネットい

ばらき幹事会（15団体）が実務面での推進

機能を、IYC茨城実行委において事務局機

能を果たした農協中央会と生協連役員が、

ネットいばらき幹事長（農協中央会専務理

事）、同副幹事長（生協連専務理事）、同事務

局（農協中央会２名）として企画立案機能を

担う体制となった。IYC茨城実行委を構成

した10団体代表は、引き続き委員という立

場でネットいばらきの重要事項決定に関与

するとともに、対外的な代表機能、監査機

能、アドバイザー機能などを担う機能分担

がなされた。

ネットいばらきは13年６月10日に発足し、

当初の参加団体数は57で、農協からはすべ

ての単位組合が会員となったが、生協につ

いては、事業や組織面で地域連携を主たる

られた。

以上のように国際協同組合年を契機に、

単位組合（生協）の構成団体としての参加、

従来の農林漁協・生協の連携からより幅広

い協同組合関係組織の連携への進化、IYC

茨城幹事会と事務局整備による企画・実行

機能の強化が実現したといえる。なお事務

局は農協中央会に置かれたが、茨城県生協

連が協同組合間連携に意欲的であったこと

や、茨城県生協連の事務所が茨城県JA会館

内にあって連携がとりやすいこともあっ

て、生協連会長、専務理事も企画立案に参

加する体制であったという。IYC茨城実行

委には、更に地元マスメディアや消費者団

体連絡会からも委員になってもらって、発

信力やネットワーク力の強化が図られた。

IYC茨城実行委は「協同組合の価値や協

同組合が現代社会で果たしている役割等に

ついて広く国民に認知されるよう取り組み

を行うとともに、協同組合運動を促進させ

る取り組みを行うこと」を目的として12年

２月に発足し、前述のような企画運営体制

のもと、福島子ども保養プロジェクト、協

同組合キャラバン、協同組合・秋の収穫祭、

茨城大学ボランティア講座（協同組合講座）

など様々な取組みを行った。その詳細につ

いては紙幅の制約もあり前田（2016）を参

照されたいが、それ以外にも、12年５月６

日の竜巻・突風によって被害を受けたつく

ば市内の農業者に対して、農協中央会と県

生協連が連携し、JAつくば市の役職員とと

もに、パイプハウスの片づけやほ場復旧に

向けた作業を行うなど、災害復旧ボランテ

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2020・4
23 - 249

た協同組合学習会の企画・実行が大きいと

のことであった。

茨城大学ボランティア講座に関しては、

協同組合についての概説的な講義だけでな

く、現場の役職員が課題も含めて自らの組

織の取組みを説明したほうが、高い興味と

関心を引くという傾向を踏まえ、かつメデ

ィアを含む幅広い団体が関与しているとい

うネットいばらきの強みを生かし、なるべ

く多くの団体に声がけをして講義を担当し

てもらうように改変をしてきたという。そ

の結果18年の講座では、15回の講義で、農

協中央会や生協連、全農茨城県本部、単位

協同組合（JAなめがた）、畜産農業協同組合

連合会、沿海地区漁業協同組合連合会、茨

城大学生協、医療福祉生協いばらき、いば

らきコープ、生協の職員・組合員理事、森

林組合連合会、中央労金茨城県本部、日本

協同組合連携機構、NHK水戸放送局など、

多彩な団体からの講義があり、地域や一次

産業に根差した協同組合の事業や活動への

共感の高まりや、講義した団体のなかに就

職希望先として上位候補にあがる例がでて

きているなど、協同組合への理解の深まり

につながっているという
（注5）
。

また、16年から開催している会員団体の

職員を対象とした協同組合学習会では、参

加者同士がお互いの組織や事業の実情を知

る機会を増やすという意味でも、３回の学

習会でワンセットとしている。その年の国

際協同組合デーのテーマに沿った講演とグ

ループディスカッションを通じて、他組織

の取組みについて理解をし、協同組合とし

課題としていない職域生協の一部で参加を

見送った例もあった。また、ワーカーズコ

ープ（労働者協同組合）の茨城県内の事業所

は、まだ体制が十分ではないとの理由で参

加がなかったとのことである。組織の目的

は「2012国際協同組合年茨城県実行委員会

および茨城県協同組合間提携推進協議会が

掲げた目的を承継し、協同組合の価値や協

同組合が現代社会で果たしている役割等に

ついて広く県民に認知されるよう取り組み

を行うとともに、異種の協同組合が連携す

ることにより、生産者と消費者が手を携え

て地域を守り、もって、協同組合運動を促

進させる取り組みを行うこと
（注4）
」と、これま

での取組みの継承・発展をうたうものとな

っている。
（注 4） 協同組合ネットいばらき規約より。

（3）　ネットいばらきを核にした茨城県

における連携の実績と特徴

ネットいばらき発足後は、発足以前から

取り組まれていたものおよび国際協同組合

年の取組みで継続可能なものを続けつつ、

新たに単位組合で取り組まれる地域活動に

ついては、ネットいばらきが会員に情報を

つないで、参加・協力団体を募る形で連携

が拡大してきているのが、茨城県における

協同組合間連携の流れである。

そのなかで、ネットいばらきが中心主体

となって取り組んできたこととしては、国

際協同組合年企画として始まった茨城大学

ボランティア講座の、受講学生のニーズに

合わせた改変と、会員団体職員を対象とし
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力の拡大につながるとともに、協同組合の

存在感を高めるものとなっている
（注6）
。

（注 5） ボランティア講座および協同組合学習会に
ついての詳細は、古山（2018）参照。

（注 6） 本稿で紹介した事例以外の様々な連携の概
要については、茨城県、神奈川県ともに、JCA
のサイトの「県段階の協同組合間連携の実態に
ついて」に掲載されているものを参照されたい。

次に、17年に単位組合までを構成員とす

る県組織を設立した神奈川県における協同

組合間連携について紹介したい。

（1）　かながわCo-ネット発足以前

神奈川県内における協同組合間連携の取

組みは、70年代から行われていた個別産直

提携を別にすれば、86年に農協と生協の県

組織による「神奈川県協同組合提携推進協

議会」（以下「神奈川推進協」という）の発足

が端緒となっており、88年からはその組織

に県漁連も参加することになった。神奈川

推進協では87年から「協同組合のつどい」

（国際協同組合デーの催し）の企画・開催を担

ってきたが、そのほかにも事業面での連携

として、農協と生協の共同出資による（株）

グリーンピア（花き販売）設立（90年）など、

今日まで続く取組みが開始されている。

また、組織活動面で今日まで続く取組み

として、農協、生協のそれぞれの、健康づ

くりや福祉・介護にかかる組織活動（農協

では助け合い組織）の交流として、93年から

ての共通の思いを確認する場になっている。

学習会を経て提出されたレポートには、地

域で別々に取り組んできた各協同組合の活

動や事業を相互に理解し、可能な連携を広

げていくことにより、それぞれの強みを生

かすことが地域課題の解決につながるので

は、というような前向きな意見が書かれる

ことも多いという。地域を同じくする協同

組合の職員がお互いを良く知ることが、職

員にとって大きな気づきの機会になってい

るといえよう。

地域社会への働きかけとしては、14年の

豪雪被害の際の、生協による農業復興のた

めの義援金協力や、15年の関東東北豪雨災

害に際しても、連携して復旧のためのボラ

ンティアを派遣したことや、地域婦人会が

在宅避難者への食事支援を行った際、生協

とのつながりのなかで食材面での協力要請

があったことに対して、ネットいばらきを

通じて農協も含めて支援を行うなど、地域

組織との連携も生まれてきている。

また、16年に医療生協の有志が始めた子

ども食堂の取組みに対しても、ネットいば

らきからの働きかけによって、地域生協や、

農協、漁協、商店街などが食材提供等で協

力する関係となっている。そのほかにも18

年からは、地域で深刻化している子どもの

貧困問題に対して、就学支援を受けている

世帯を対象にNPO法人が取り組んでいる

「子ども支援プロジェクト」の一環で、長期

休暇前に食品などを支援する取組みにも、

ネットいばらきが共催団体となって多くの

会員が協力するなど、地域における支援の

2　神奈川県協同組合連絡協議会
　　（かながわCo-ネット）の発足と
　　連携の取組み　　　　　　　
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協同組合としての独自性を、他の協同組合

やNPO組織等との交流のなかで、認識し直

す契機にもなるのではないか、という考え

もあったという。

そういった認識のもとに、地域課題に対

応している協同組合・非営利組織であるワ

ーカーズコープ、ワーカーズ・コレクティ

ブや関連NPO、労働者福祉協議会、労働金

庫等、多様な非営利・協同組合に連携の輪

を広げていくことが、IYC神奈川実行委組

成の際に取り組まれ、結果的には30団体が

実行委員会を構成することになった。

またその際、生協に関しては県組織だけ

では人的にも対応が難しいこともあって、

コープかながわ、生活クラブ生協・神奈川、

パルシステム神奈川ゆめコープ、神奈川み

なみ医療生協といった単位組合も実行委員

会に参加するという、県組織以外への広が

りがあった。

そしてそのような参加団体の広がりを生

かした企画として、IYC神奈川実行委が主

催した「協同組合体験・交流学校」（以下

「体験交流学校」という）の取組みが、その

後の更なる連携拡大に向けた基盤づくりの

意味をもった。

体験交流学校は、農漁協だけでなく新た

に参加された団体の活動や事業を、その現

場を訪れて教えてもらうことを中心とした

企画で、12年には12回にわたって、単位農

漁協、森林組合、福祉クラブ生協、ワーカ

ーズコープなどの多様な団体が受入団体と

なって、自らの組織の事業や活動の紹介を

している。また体験交流学校の一環で行わ

高齢者福祉活動の交流会（福祉活動委員会、

健康委員会などの名称）が開催されるように

なり、それが98年からは４地区の「福祉健

康委員会」として整理され、農協の生活指

導員・女性部リーダーと生協の活動グルー

プが連携して、健康づくりなどの活動を続

けている。

ただし、県内での連携の取組みは、90年

代の後半から2000年代にかけては、「協同組

合のつどい」の開催が中心となり、福祉健

康委員会活動の継続はあったものの、進展

性という面では停滞した時期となったとい

う。

（2）　かながわCo-ネット発足に向けた

取組み

12年の国際協同組合年を前に、国際協同

組合年神奈川県実行委員会（以下「IYC神奈

川実行委」という）を組成する際、それまで

連携を担ってきた農協中央会と生協連では、

国際協同組合年全国実行委員会参加団体の

構成を参照しつつも、連携組織を拡大する

という基本的な考え方に立って、県内の多

様な協同組合や関係組織に個別に参加を働

きかけたとのことである。

その基礎には、農漁協・生協の県組織

中心のそれまでの連携体制では、事業連携

や地域課題への対応力に限界があるという

認識が、運営の核になってきた農協・生協

県組織のリーダー層のなかで共有されてき

ていたことがあった。また農協、生協とも

に、90年代以降広域合併や組合員の世代交

代等のなかで、ともすれば薄れがちになる
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協同の価値を共有する組織との幅広い連携

を進める。単位組織間の事業連携や交流を

一層進め、相互理解を深める。広く県民に

対し協同組合の理念を発信する」の３つに

取り組むことを表明し、それを踏まえて16

年末には、連絡会参加団体を包含して神奈

川推進協を継承する新たな組織「神奈川県

協同組合連絡協議会」（以下「連絡協」とい

う）を発足する、という方向性が固まった。

連絡協は、「神奈川県内の協同組合の連携

を促進し、もって協同組合運動の発展と住

みよい地域社会づくりに寄与すること
（注7）
」を

目的としているが、宣言で表明した「非営

利・協同の価値を共有する組織との幅広い

連携」「単位組織間の事業連携や交流促進、

相互理解」という連携の深化を実現すべく、

新たに会員となる団体にとって加入しやす

い組織という面を重視したという。そのこ

とは、運営は従来神奈川推進協の運営を担

ってきた県域組織が引き続き担うこと、事

務局も農協中央会と生協連が担うこと、単

位組織は会費無料で新たに会員となる県域

組織の会費についても個別事情を配慮した

こと、などにあらわれている。

そして、単位組合・組織に会員としての

参加を呼びかける際には、各組合や組織の

文化を尊重することや、加入脱退は任意で

あることを明確にしつつも、「神奈川県内に

どのような協同組合や関連団体、関係非営

利組織があるのか一覧できればそれとして

意義があり、少なくともそういった組織の

存在を知っていることは、協同組合関係者

として必要なことではないか」というよう

れた、親子で参加できる地引網体験などは、

多くの組合員を含む協同組合からの参加者

の交流の機会となった。他協同組合の現場

を訪れて相互に学びあうという企画は、平

日実施にならざるを得ないため参加者はIYC

神奈川実行委を構成する団体の役職員中心

となったが、県内に存在する様々な協同組

合、非営利組織の活動を実際に現場で学べ

る貴重な機会として13年以降も継続された。

国際協同組合年終了後、IYC神奈川実行

委は13年４月に、規約等をもたない緩やか

なネットワーク組織である「神奈川県協同

組合連絡会」（以下「連絡会」という）に移

行し、体験交流学校などの相互理解を深め

る活動を続けつつ、３年間を存続期間とし

て今後の展開について検討することとなっ

た。

国際協同組合年後の数年間においては、

規制改革会議の「農業改革に関する意見」

（14年５月）、規制改革推進会議の「農協改

革に関する意見」（16年11月）公表などの動

きがあるなかで、協同組合の事業は構成員

である組合員が決定するものであり、農協

や農業に関する意見が協同組合への正しい

理解を踏まえたものではないことへの強い

懸念の表明が、生協連や県内の生協などか

らあるなど、協同組合としての連帯感醸成

につながるような状況もあった。

そういった、お互いの組織に関する理解

の深まりや、協同組合・非営利組織として

の連帯感の広がりを経て、神奈川推進協発

足30周年にあたる16年の「協同組合のつど

い」宣言（16年７月）において、「非営利・
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広がりつつあるのが、神奈川県における協

同組合間連携の現状といえる。

幅広い団体を会員としていることを生か

して、前述の体験交流学校という他組織の

活動や事業について現場で学ぶ取組みも続

けつつ、単位組合・組織間の交流促進に向

けて、例えば「協同組合のつどい」におい

ても、講演会だけでなく単位組合や組織が

取組みの紹介や物販等を行えるブースを設

けて、会員団体の主体的な参加を促し、連

携につながるきっかけづくりにも配慮をし

てきた。

そういったなかで、地域生協であるパル

システム神奈川ゆめコープからの依頼を受

けて、農協との間をつないだ結果、JAさが

み（17年11月）、JAあつぎ（18年２月）との

間で県産農畜産物に関する意見交換会・現

地視察が行われ、18年３月には引き続き同

コープとJAはだの、JAさがみ、JA湘南と

の間で、地域での協同組合間連携について

の話合いがなされている。

また、地域生協のユーコープとJAさがみ、

藤沢市漁協・漁連との連携により、ユーコ

ープ湘南辻堂駅前店で「湘南辻堂とれたて

市」が開催され（18年７月）、19年夏には同

コープとJAさがみとの間の意見交換を通じ

て、茅ヶ崎産トルコナスのユーコープ店舗

での取扱いとブランド力強化についての協

力が実現するなど、様々な事業連携が生ま

れている。

それ以外にも、生活クラブ生協・神奈川、

ワーカーズ・コレクティブ協会、ワーカー

ズコープが共同で受託している就労準備支

な呼びかけを行うことで、農協、漁協、森

組、生協等の単位組織を網羅的に会員とし、

ワーカーズコープ、ワーカーズ・コレクテ

ィブの県組織や、消費者団体連絡会などの

関連組織をも包含する組織体「神奈川県協

同組合連絡協議会」が17年３月７日に発足

した（発足当初の会員団体85。神奈川推進協

と連絡会は６日付で解散）。

また、IYC神奈川実行委のアドバイザー

であった東京農大白石正彦名誉教授ほか、

各団体がこれまで連携をとってきた研究者

の方には、当組織の発足にあたりアドバイ

ザーとしての協力をお願いする体制になっ

た。
（注 7） 神奈川県協同組合連絡協議会規約より。

（3）　かながわCo-ネットを核にした

神奈川県における連携の実績と

特徴

連絡協には18年に「かながわCo-ネット」

という愛称が公募でつけられた。Co-ネット

の事務局は、農協中央会３名と生協連２名

（いずれも兼務）が担い、農協・生協の常勤

役員各１名が事務局統括役員となっている。

事務局と統括役員は、月１回程度取組進捗

等の打合せをしつつ、日常的には、具体的

な連携の取組みや会員の様々な取組みを紹

介する「かながわCo-ネット通信」を不定期

（月1.5本程度）で会員の担当者にＥメール送

信するなど、県内における連携拡大に向け

た情報提供、きっかけづくりやマッチング

等の役割を果たしている。かながわCo-ネ

ットを核にして単位組合間の様々な連携が
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時間と継続的取組みを要する２つの重要な

プロセスを、それぞれの県域の実情（人的・

財政的基盤など）に応じて工夫した取組み

によって積み上げてきていることがあるの

ではないか、と思われる。

例えば相互理解の浸透については、茨城

県においては、震災・原発被災対応や、災

害復旧での協力を通じて時間をかけて醸成

されてきた信頼感や、ネットいばらき事務

局における生協連・農協中央会の間での、

取組企画等をめぐる定期的な意見交換等が、

相互理解の浸透につながってきたとみられ

る。神奈川県においては、農協中央会・生

協連からの積極的な他組織への働きかけや、

IYC神奈川実行委に参加した新たな団体も

含め、お互いの活動を現場で学ぶという継

続性のある体験交流学校の取組みや、長年

続けられてきた福祉健康委員会活動による

組合員・役職員同士の地域ごとの交流など

が、相互理解の浸透につながっているとい

えよう。

また地域課題の共有については、茨城県

においては、協同組合学習会の取組みを通

じた単位組合職員間での地域課題のディス

カッションや、子ども食堂などの個別組織

の取組みにそれを地域課題ととらえる他組

織が可能な範囲で協力するという形で、取

組みのなかから地域課題の共有化が図られ

ている面がある。神奈川県においては、単

位組合も会員とするかながわCo-ネット発

足後、Co-ネットが会員向けに継続的に情報

発信をし、様々な形で会員間をつなぐなか

で、地域を同じくする単位組合同士の継続

援事業に対しても、地域を同じくする農協

との間で協力の可能性について話合いがも

たれるなど、地域活性化に向けた多様な連

携が試みられつつある。

そして、パルシステム神奈川ゆめコープ

とJAはだのとの間では、18年３月から１年

間にわたる話合いを経て、19年３月に「事

業連携を通じた地域振興・地域貢献に関す

る包括協定」締結に至るというような、単

位組合間での多方面にわたる連携関係構築

という事例も生まれている
（注8）
。

かながわCo-ネット発足後、まださほど

の時間を経ているわけではないが、神奈川

県においては数多くの連携が実現しており、

地域を同じくする協同組合・非営利組織の

間での、潜在的な連携可能性の大きさが示

されているといえよう。
（注 8） 個別連携事例の詳細については岩堀（2019）
参照。

以上のような、２県域における主に国際

協同組合年以降の取組みの経緯を踏まえ、

両県域において連携が拡大してきた要因と

考えられるものについて、県組織と単位組

合のかかわり方という観点から、若干の考

察を試みたい。

両県域とも連携の進展という面では件数

や内容ともに豊富なものがあるが、その要

因をやや大胆にまとめてみれば、連携促進

の基礎条件と考えられる「相互理解の浸透」

と「地域課題の共有」という、ある程度の

3　事例に基づく考察
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のではないか、と考えられる。

今回取り上げた県域では、連携の進展を

目指した際に、県組織段階で横の広がりを

確保しつつ、単位組合まで会員とした組織

体を組成した点で共通している。単位組合

までを会員としたことは、単位組合が連携

の主体であるという意識づけや、情報伝達

迅速化の意味があるが、会員構成をそのよ

うなものにすればおのずと連携が進むとい

うことではない。前述のような、相互理解

の浸透、地域課題の共有につながるような

取組みを、例えば相互理解の浸透であれば

組織特性を生かして県組織内でまず取組み

を強化したり、地域課題への対応の際には、

マッチング等を通じて単位組合に主体的に

動いてもらうなど、会員構成の変更を十分

に生かしていることが、数多くの連携につ

ながっているということなのではないか、

と考えられるのである。

そして、県組織の人的側面に着目すれば、

相互理解の浸透における県組織の潜在的な

強みは、連携推進の核になる担当者が、あ

る程度長期に在任することによって、より

大きなものになる面があるのではないか。

この点は引き続き検討を要しよう。

相互理解も現実には人と人との関係であ

るために、多くの異なる組織間で連携を図

る場合、それぞれの組織について良く知っ

た、またそれぞれの組織からも良く知られ

た県組織担当者の存在は重要である。兼務

であっても、連携促進を課題とする担当者

がある程度の期間在任することで、分野を

超えた単位組合や組織間の、連携のきっか

的な話合い等を通じて、地域課題の共有化

がなされており、そのことが様々な事業連

携や包括的連携につながっているといえる。

その際留意しなければならないのは、相

互理解の浸透と地域課題の共有というプロ

セスに関して、県組織と単位組合との間に、

一般に組織特性の違いがあると思われるこ

とである。

すなわち、県組織においては、各団体が

県庁所在地のおおむね近隣に所在しており、

事業面での競合といった点も現場ほどに大

きくは意識されない点などから、相互理解

の浸透という面では単位組合に対して相対

的な強みがある。一方で、地域課題の共有

に関しては、都市部から農村部までを含む

県全体が地域になるので、課題認識のリア

リティ確保や細部の把握といった点で限界

があるのが実情であろう。

他方単位組合においては、企画部門を擁

する本店が団体ごとに必ずしも近隣にある

とは限らないことや、場合によっては事業

面での競合等もあり、何らかのきっかけが

ないと、なかなか相互理解の浸透にまで進

みづらいという物的・人的な障壁があるこ

とも多い。一方地域課題の共有については、

自らが存在していて、根差している地域に

関して、お互いにリアリティをもって細部

まで把握しうる強みがある。

重要なのは、相互理解の浸透と地域課題

の共有という２つのプロセスを、様々な取

組み全体を通じて積み上げていく際に、県

組織と単位組合の強みを組み合わせて連動

させるような枠組みをつくっていくことな

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2020・4
30 - 256

同組合連携組織が数多く設立され、茨城県、

神奈川県における推進協もその時期に設立

されたものである。ただし、現時点で回顧

してみれば、「地域社会づくり」という大き

なテーマに対して、農林漁協・生協の県連

組織を中心とした組織体では対応力に限界

があり、そのようなテーマを掲げるのであ

れば、その時点で、地域の様々な団体との

連携や単位組合までを包含するような取組

みへの進展を模索すべき状況だったのでは

ないかと考えられる。

しかしそのような進展をみないままに、

90年代以降、バブル崩壊や地域経済の疲弊、

様々な規制改革の動き等、事業・経営面で

の対応を優先せざるを得ない環境のなかで、

合併や拠点統廃合などを続けてきたのが、

わが国協同組合のおおむねの経過であった

といえよう。それはやむを得ない過程では

あったろうが、そういったなかで、潜在的

には、組織体の変化にみあった形で協同組

合としての内実を強化するという課題が生

じており、協同組合間連携は、それに向け

た方向性の一つと位置付けられよう。

その方向性とは、個別協同組合の組織基

盤や事業内容、文化を維持・尊重しつつも、

協同組合総体として、あるいは非営利組織

等との連携も含めて、地域における組合員・

利用者の参加機会を増やし、ニーズ実現の

力を高めることによって、より多くの組合

員・利用者を協同組合総体として包摂して

いくための連携強化ということだと思われ

る
（注11）
。

多くの組合員・利用者と向き合い、様々

けづくりやマッチングなどの機能を十分に

発揮することができるようになる、という

ようなこともあるのではないか。今回お話

を伺った両県組織ともに、国際協同組合年

以降一貫して連携強化に携わってきた方が

存在するという要因は、相当に大きいので

はないかと思われた。

わが国における協同組合間の連携は、前

田（2019）が整理しているように、戦後相

当早い段階からの長い歴史をもっている。

早期に連携が志向された背景には、『協同組

合間提携の理論と実践』における山口の説

明によれば、戦後協同組合法制による縦割

り化のなかでも、戦前には産業組合に集約

されていたことによる「“同根の人脈と同

志意識”がそれぞれの協同組合に引き継が

れた」ことがあったという
（注9）
。

そういった協同組合間連携の取組みは、

前田が明らかにしているとおり、70～80年

代にかけては主に農協と生協の間の産直提

携という事業面での大きな進展があり、「協

同組合間提携研究会」（全中、日生協による。

74年に設置）、「協同組合間提携推進事務局」

（全中、日生協、全漁連、全農による。78年設

置）などの全国段階の組織が、そういった

取組みを促進し支える役割を果たしていた。

そして80年代後半には、それまでの成果

を踏まえて「産直・協同組合間提携に収ま

らない地域社会づくりが協同組合間協同の

テーマとなってきた
（注10）
」なかで、県域での協

おわりに
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（注 9） 協同組合経営研究所編著（1992）まえがき
（注10） 前田（2019）19頁
（注11） 協同組合としての内実強化に向けては、支
店協同活動のような、個別組合内部の取組みの
強化が同時に重要であることはいうまでもない。
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（おのざわ　やすはる）

な業務を行っている個別農協にとって、他

協同組合を含む様々な組織との連携は、ハ

ードルの高い取組みという認識も少なから

ずあろう。しかし、本稿で取り上げた県域

で実際に感じられているような、横のつな

がりの実感を通じた地域活性化に対する職

員の前向きな姿勢や、生協など他協同組合

役職員、組合員との連携を強めることによ

る農協の理解者・ファン層の拡大といった

展望は、他協同組合・他組織との連携が、

ハードルの高さを考慮しても取り組むべき

価値があることを示していると思われ、そ

れぞれの農協において、連携の取組みが一

層拡大していくことが期待される。
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